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こ
の
よ
う
な
中
期
財
政
見
通
し
を
受

け
て
、
厳
し
い
財
政
状
況
か
ら
の
脱
却

と
今
後
の
新
た
な
行
政
需
要
に
も
対
応

で
き
る
効
率
的
で
健
全
な
財
政
運
営
基

盤
の
早
期
確
立
の
た
め
、「
財
政
運
営

適
正
化
計
画
」
に
よ
り
、
引
き
続
き
平

成
22
年
度
に
か
け
て
集
中
的
に
財
政
の

健
全
化
に
取
り
組
ん
で
い
く
必
要
が
あ

り
ま
す
。
そ
の
具
体
的
な
方
策
な
ど
は

左
欄
の
と
お
り
で
す
。

　
た
だ
、
財
政
運
営
適
正
化
計
画
に
よ

る
具
体
的
方
策
を
目
標
ど
お
り
実
施
し

て
も
、
平
成
29
年
度
以
降
は
、
多
額
の

財
源
不
足
の
解
消
が
で
き
な
い
た
め
、

基
金
の
取
り
崩
し
に
よ
り
収
支
の
均
衡

を
図
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。（
図
５
）

　
こ
れ
は
、
職
員
数
の
削
減
、
事
務
事

業
の
見
直
し
、
公
債
費
負
担
の
適
正
化

な
ど
に
よ
り
経
常
経
費
は
大
き
く
減
少

す
る
一
方
で
、
少
子
高
齢
化
対
策
に
伴

う
社
会
保
障
費
が
年
々
増
加
し
、
下
水

道
事
業
に
つ
い
て
は
、
事
業
費
の
平
準

化
な
ど
を
実
施
し
て
も
、
今
ま
で
の
積

極
的
な
整
備
に
伴
う
多
額
の
市
債
発
行

の
影
響
で
、
後
年
度
の
償
還
金
に
伴
う

繰
出
金
が
大
き
く
増
加
す
る
こ
と
が
主

な
要
因
と
な
っ
て
い
ま
す
。
余
裕
の
あ

る
財
政
運
営
の
た
め
に
は
、
計
画
を
上

回
る
取
り
組
み
を
行
い
、
財
源
不
足
の

解
消
を
図
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　
市
債
発
行
の
抑
制
効
果
に
よ
り
、
公

債
費
は
平
成
21
年
度
を
ピ
ー
ク
に
平
成

27
年
度
に
か
け
て
減
少
し
て
い
き
ま
す

が
、
臨
時
財
政
対
策
債
の
増
額
な
ど
に

よ
り
、
平
成
28
年
度
よ
り
増
加
す
る
見

込
み
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
ま
た
、
市
債
残
高
は
平
成
27
年
度
が

ピ
ー
ク
と
な
る
見
込
み
で
す
。
交
付
税

算
入
率
が
高
い
合
併
特
例
事
業
債
を
優

先
し
て
活
用
す
る
な
ど
実
質
的
な
公
債

費
負
担
を
抑
制
し
て
い
ま
す
。（
図
６
）

　
本
市
は
平
成
18
年
度
決
算
に
お
け
る

実
質
公
債
費
比
率
が
、
基
準
で
あ
る

18
％
を
超
え
、
市
債
発
行
に
つ
い
て
許

可
が
必
要
と
な
っ
た
こ
と
か
ら
、
実
質

公
債
費
負
担
の
適
正
な
管
理
を
計
画
的

に
行
う
た
め
、「
公
債
費
負
担
適
正
化

計
画
」
を
策
定
し
、
国
の
管
理
の
も
と

計
画
範
囲
内
で
事
業
を
実
施
す
る
こ
と

と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
こ
の
計
画
は
、
財
政
運
営
適
正
化
計

画
か
ら
公
債
費
部
分
に
つ
い
て
抜
き
出

し
た
も
の
で
、
計
画
期
間
は
、
平
成
19

年
度
か
ら
平
成
28
年
度
ま
で
の
10
年
間

と
し
て
い
ま
す
。

　
実
質
公
債
費
負
担
の
適
正
な
管
理
の

主
な
取
り
組
み
と
し
て
、
市
債
発
行
総

額
を
原
則
そ
の
年
度
の
元
金
償
還
額
を

下
回
る
額
と
し
、
臨
時
財
政
対
策
債
な

ど
を
除
き
計
画
期
間
中
、
年
平
均
９
億

円
程
度
と
し
て
い
ま
す
。
ま
た
、
市
債

発
行
総
額
を
抑
制
す
る
た
め
、
現
計
画

の
投
資
的
事
業
を
延
期
、
縮
小
、
廃
止

す
る
な
ど
財
政
運
営
適
正
化
計
画
に
沿

っ
て
事
業
を
計
画
的
に
実
施
し
、
財
源

と
し
て
有
利
な
合
併
特
例
事
業
債
を
優

先
し
て
活
用
す
る
な
ど
、
実
質
公
債
費

比
率
へ
の
負
担
を
軽
減
し
ま
す
。
下
水

道
事
業
は
、
公
共
下
水
道
整
備
の
計
画

を
延
伸
し
、
事
業
費
を
縮
小
す
る
こ
と

で
市
債
の
発
行
を
抑
え
、
公
債
費
に
伴

う
繰
出
金
の
増
加
を
抑
制
し
て
い
き
ま

す
。
さ
ら
に
、
公
的
資
金
補
償
金
免
除

繰
上
償
還
や
民
間
資
金
の
繰
上
償
還
を

実
施
し
、
償
還
財
源
と
し
て
減
債
基
金

へ
の
積
み
立
て
を
計
画
的
に
行
っ
て
い

き
ま
す
。（
図
７
）

　
こ
の
結
果
、
当
初
計
画
で
は
、
実
質

公
債
費
比
率
が
18
％
未
満
と
な
る
の
は

平
成
26
年
度
で
し
た
が
、
今
回
の
試
算

で
は
平
成
21
年
度
の
決
算
に
お
い
て
、

許
可
団
体
か
ら
協
議
団
体
に
移
行
す
る

見
込
み
と
な
っ
て
い
ま
す
。（
図
８
）

　
財
政
健
全
化
に
向
け
た
積
極
的
な
取

り
組
み
に
よ
り
、
財
政
状
況
は
改
善
傾

向
に
あ
り
ま
す
。
し
か
し
、
将
来
に
わ

た
っ
て
安
定
し
た
財
政
運
営
の
確
立
ま

で
に
は
至
っ
て
お
ら
ず
、
財
政
の
健
全

化
が
市
の
最
優
先
か
つ
緊
急
の
課
題
で

あ
る
こ
と
に
変
わ
り
あ
り
ま
せ
ん
。
財

政
健
全
化
の
取
り
組
み
に
は
、
事
務
事

業
の
見
直
し
に
伴
う
市
民
サ
ー
ビ
ス
の

改
変
や
負
担
の
増
加
、
投
資
的
事
業
の

抑
制
に
伴
う
社
会
資
本
整
備
の
遅
れ
な

ど
、
皆
さ
ん
の
理
解
が
な
け
れ
ば
実
現

で
き
な
い
も
の
が
あ
り
ま
す
。
こ
の
た

め
に
は
、
行
政
と
民
間
・
市
民
と
の
役

割
分
担
を
明
確
に
し
、
そ
れ
ぞ
れ
が
連

携
、
協
働
を
進
め
て
い
く
必
要
が
あ
り

ま
す
。
行
政
の
担
う
べ
き
役
割
は
し
っ

か
り
と
担
い
つ
つ
効
率
化
を
優
先
し
、

市
民
サ
ー
ビ
ス
の
低
下
を
最
小
限
に
抑

え
な
が
ら
、
財
政
の
健
全
化
を
成
し
遂

げ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
考
え
て
い
ま

す
の
で
、
引
き
続
き
ご
理
解
と
ご
協
力

を
お
願
い
し
ま
す
。
な
お
、
詳
し
い
内

容
に
つ
い
て
は
、
本
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

■
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ   http

://w
w
w
.city.

　seto
uchi.lg

.jp
/d
ata/zaisei.htm

l
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財
政
健
全
化

市
民
の
皆
さ
ん
へ

財
政
健
全
化
に
向
け
て

公
債
費
負
担
の
適
正
化

財
政
健
全
化
に
向
け
た
具
体
的
な
取
り
組
み
を
行
っ
て
い
ま
す
。

し
か
し
、
そ
の
達
成
に
は
、
市
民
の
皆
さ
ん
の
協
力
が
不
可
欠
で
す
。

図５ 基金残高の推移

図６ 市債残高・公債費の推移

図７ 公営事業会計に対する繰出額・
　　 市債残高の推移

図８ 実質公債費比率の推移

財政健全化に向けた具体的方策

１ 効果（目標額）

２ 主な具体的方策（括弧内は、効果（目標額））
投資的事業の抑制（約９．２億円）

事業計画の見直し（事業の延期・縮小・廃止、

事業費の平準化）など

公営企業会計繰出金の抑制（約５．９億円）

病院再編などによる経営改善、下水道事業

資本費平準化債の活用など

公債費などの抑制（約1.7億円）

公的資金補償金免除繰上償還制度の活用、

民間資金の繰上償還など

人件費の抑制（約4.2億円）

職員数の削減（普通会計等職員数・Ｈ17

４３８人→Ｈ２２　４０４人）、　特別職の給

料カット、管理職手当のカット、各種職員

手当の見直し、議員定数の削減など

事務事業および内部管理経費の見直し（約7. 8億円）

事務事業評価による見直し、施設の統廃合・

民営化・集中管理・指定管理者制度導入など

各種補助金などの見直し（約2.4億円）

各種団体活動補助金の見直し、単市給付事

業の見直しなど

受益者負担の適正化（約0.7億円）

使用料などの見直し（施設使用料、保育料

の見直しなど）

市税徴収率の向上

その他の収入の確保（約0.8億円）

遊休未利用地の積極的な処分、企業広告の

導入、ふるさと納税制度の活用など

（１）

（２）

（３）

（４）

（５）

（６）

（７）

（８）

（９）

年度 年度効果（目標）額 効果（目標）額

H17

H18

H19

H20

H21

H22

約0.4億円

約3.1億円

約4.1億円

約12.1億円

約8.2億円

約4.8億円

約32.7億円合計


